
様式C-19

科学研究費補助金研究成果報告書

平成21 年5 月 17日現在

研究成果の概要：
本研究は、 世紀の時代転換期において、大学が迫られている知識基盤型社会への主21

体的対応、さらには研究・教育・社会貢献のありようについての比較調査研究である。と
くに 日中韓の東アジアにおいて大学のｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄにおいて どのようなﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ、 、 、
とﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟがとられようとしているかについて、実証的動態分析を行った。今後の方略
についての貴重な実践的知見が得られたといえる。
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１．研究開始当初の背景

年代後半から 世紀に入る中で、1990 21
国際的な高等教育改革の高まりが見られて
きた。それは、いわば 「国境を越えて」、
の高等教育改革潮流であり、①世界銀行、
ＷＴＯ、ＯＥＣＤ、ユネスコなどのグロー
バライザーの政策的推進②他方でのグロー
バルな産業構造転換、③知識基盤社会化の
動向、④生涯学習社会の進展による人々の

高等教育要求の高まりに起因している。ま
た、大学は、各国社会の国家的生き残り競
争の中核的機能を担うようになり、その財
政、ガバナンス、マネジメントの改革と研
究・教育を通じた社会貢献の成果が求めら
れるようになってきた。この中で、具体的
には以下の特徴がある。

（１）大学経営・管理の「革新」が求めら
れてきた。



一つには、従来の「象牙の塔」的な「大
学の孤独と自由」は、もはや社会的説得力
を欠くものとなったことである。大学は、
社会に対していかなる貢献ができるのか。
その説明責任が問われてきたといえる。

二つには、大学は、高等教育人口の拡大
と他方に於ける公教育財政支出抑制政策の
狭間に立たされ、財源拡大のための大学経
営の検討が不可避となった。この場合、多
くの国で新自由主義的政策が導入され、選
択と集中の財政配分原理、競争的研究・教
育資金の確保、大学経営における効率性原
理の導入、受益者負担政策の拡大が見られ
た。

当然ながら、このような政策の是非や高
等教育財政のありようをめぐって、大きな

2004争点が形成されたといえる とりわけ。 、
年の日本の国立大学法人化は、その時代転
換の象徴であり、大学に経営能力強化を強
いるものであった。ある意味で、知的共同
体であった大学が、同時に知的経営体の能
力を求められる時代となったのである。そ
うであるならば、どのような革新が必要な
のか。端的には、大学役員（学長や経営協
議会、理事会）による経営政策とそれにチ
ェックをかける大学構成員との緊張関係の
上で運営される大学統治力量と手腕が問わ
れ始めたのである。

（２）この結果、大学統治・経営主体のリ
ーダーシップとパートナーシップのありよ
うがその帰趨を握ると考えられて来るよう
になった。この場合、大学統治・経営主体
は単一の利害代表ではない。従って、統治
・経営に関する多層的なステークホルダー
の利害調整が不可欠となり、また大学内外
の、経営と統治に働きかけるアクター分析
が不可欠となってきたといえる。

（３）以上の動向は、欧米の大学にあらわ
れるだけでない。

にアジアから日本に続き二番目にOECD
加盟した韓国や経済的躍進が著しい中国に
おいても、共通する課題になってきた。

例えば、国立大学法人化については、既
に導入を終えていた中国の経験があり、次
いで日本も導入した。諸外国や日本の導入
前後の問題状況をにらみながら検討途上の
韓国の事例がある。それぞれの問題状況の

、 。共通性と違いは 好個の研究対象となった
また、大学の統治と経営における、公と私
の関係性について、すなわち、大学の公共

、 、性 あるいは民営化のありようをめぐって
それぞれの国家、社会において受け止めや
理解の違いがあり、それぞれの文脈に適応
した改革がなされてきた。この意味でも、

東アジア三カ国の分析は、複眼的な視点が
必要であり、研究的にも意義があり、興味
のあるところであった。日中韓の三カ国を
比較対象とした理由は以上のことにあっ
た。
２．研究の目的

大学のリーダーシップとパートナーシッ
プには、大学の類型や国家社会の高等教育
政策において、異なったモデルが想定され
た。本研究では、
（１）大学トップ専制型
（２）協働ジョイントアップ型
（３）大学内モンロー主義型
（４）外部ステークホルダー従属型
の４つを、仮説的に考え、実際に行われて
いる事例と比較対照することをめざした。
結論を先に言えば、残念ながら、類型に関
しての構造的な分析は途上である。その成
果は基礎的な事実解明が中心になった。実
践的応用的な本格的な検討は、今後の課題
となった。

３．研究の方法
研究方法としては、

（１）現地調査：資料収集とヒアリング調
査を中心とした。
（２）文献研究：研究対象に関する文献、
調査資料、報告書などを分析対象とした。
（３）事例実践報告検討：対象とする事例
に関して検討する機会を設け、事例当事者
に報告を頂き、広く意見を交流し、内容の
総合的な把握に努めた。

以上のような検証を通じて、研究対象を
異立体的、動態的、構造的に明らかにしよ
うとした。本研究のテーマに関して、日中
韓三カ国の比較研究に関しては、先行研究
が殆ど無く、その意味で、調査や事実検証
の方法的吟味にはまだ検討の余地がある。
ただし、少なくとも、現地調査による事実
発見、対象事例の歴史的位置づけ、実践的
課題の確認は、一定の成果をあげたと考え
られる。

４．研究成果
研究代表者、分担者は、この研究課題と

連関させて、各自の研究論文、著作、学会
発表、等については、５に述べるような成
果を得た。また、本研究の研究成果につい

、 、 。ては 最終段階で 冊子報告書を刊行した
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